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［書評l
K.シューマッハー著
大橋昭ー監訳
『西ドイツ共同決定制批判』
（関西大学経済・政治研究所）
? ?
1 
この書物は， 東ドイツの国際政治経済研究所 (Institutfur internatio-
njile Politik und Wirtschaft IPW)の研究員， クルト・シューマッハー
(Kurt Schumacher)が1967年に著した「パートナーシャフトか共同決定
か」という書物を，関西大学商学部の大橋昭ー教授を中心とする関西大学経
済・政治研究所の経営参加問題研究班の人ぴとが醐訳された成果である。同
大学の経営参加問題研究班は，先にも共同労作「経済民主主義と経営参加」
（ミネルヴァ書房， 1981年），「経営参加と労働組合」（関西大学出版部，
1983年）を発表されており，着実にその研究成果を蓄積されているが，今回
は資本主義諸国では経営参加の法的基礎をもっている代表的な西ドイツの共
同決定制について，その批判的研究の典型的な書物の一つを醗訳されること
によって，従来の研究を一そう深化させようと試みられたものである。
監訳者自身がはしがきでのべられているように， この書物の瓢訳の動機
は，本書が社会主義圏の論者による西ドイツの経営参加の数少ない批判的研
究であることと同時に，資本主義の下での労働者の経営参加を考えていく場
合の本書の著者の根本的視角が，日本での経営参加・経済民主主義の問題の
検討に重要な示唆を与えていると考えられるという点である。
86(426) 第 29巻第 4 号
本書には「西ドイツにおける労働組合の共同決定権の形成に関する研究」
という副題がついており，周知の1951年の「共同決定法」と1952年の「経営
組織法」の成立過程とその経営参加法体系を，現在の西ドイツのおかれてい
る政治的・経済的情勢からどう評価すべきかが， その研究内容となってい
る。
著者自身が日本語版への序文のなかでのべているように，本書は1951年の
「共同決定法」と1952年の「経営組織法」で作り出された経済的共同決定と
その法律的形成の問題に意識的に限定しているが，その中で著者が強調した
かったことは， 「第2次大戦後ドイツ連邦共和国のプルジョアジーが，実効
ある経済的共同決定を求める労働者階級・労働組合の要求をいかに回避した
か，そしてプルジョアジーが共同決定権を具体的にどのように作り上げ，そ
れによって共同決定から民主主義的なコントロール機能をいかに大きくとり
(l) 
さったかを提示することであった。」そして著者が本書で展開した「経営参
加」法体系で，西ドイツ独占は労働組合を企業側に統合することに成功した
という見解は， 1976年の新共同決定法の制定に関する評価においても変ら
ず，むしろ労働側には一そう不利になったという評価を下している。著者の
序文での説明の通り，本書は共同決定の法律上の内容と問題点の検討に限定
されているが，本書の構成は以下のようになっている。
序論
第1章 国家労債組合＿西ドイツ独占プルジョアジーの目標＿
第2章 資本所有と資本機能の分離一ー西ドイツ国家独占資本主義体制へ労働
者代表を組み入れるための経済的前提ー一
第3章法的作用機構
第1節 西ドイツにおいて「共同決定法」によって生じたところの，資本主義的
大企業の経営への労働組合幹部や経営協議会メンパーの組み入れ
第2節 法律によって行われる労働組合代表の国家機構への直接的組み入れ
(1) K．シューマッハー著，大橋昭ー監訳「西ドイツ共同決定制批判」（関西大学経
済・政治研究所） 1984年，日本語版への序文1ペー ジ（以下訳書とのみ表示）。
「西ドイツ共同決定制批判」（林） (427)87 
第3節 官吏法一ーさまざまな国家制度に取り入れられた労働組合代表の放治的
束縛と去勢のための特殊な法律的方法
第4節西ドイツにおける共同決定の法的規定—資本主義体制内部の特殊
性—
第4章 結 論一ー西ドイツの経済的共同決定をめぐる労働組合の闘争における
新段階のために一
駄足ながら，私自身1975~76年に外地留学の機会をえた時に，東ベルリン
の国際政治経済研究所を訪れ， 本書の著者K・シューマッハー氏にお会い
し，意見交換をする機会をえたが，その際著者本人から西ドイツ共同決定法
の成立過程とその評価について，直接意見を聞かせて頂いた。内容は本書で
展開されている彼の評価の主要な点を要約したものであったが，その視点は
極めて明解であり，多くの点で私自身も教えられることが多かった。いずれ
にしろ過去に著者と面識をもつ機会を得ただけに，特別な親しみをもってあ
らためてこの瓢訳書を読ませて頂いた次第である。
では以下各章の主な内容を紹介しつつ，若干のコメントを加えることにし
よう。
2 
まず序論で著者は，本書の目標を明らかにしている。すでにのべたように
著者は共同決定の法律的形成に重点をおいているが，その理由を 2つあげて
いる。まず第1は，これまでの西ドイツの共同決定に関する文献では， 「法
(2) 
律の役割について，相対的にほとんど考慮されてこなかった」からである。
第2に，そしてとりわけ「西ドイツの共同決定法のもつ（労働組合）従属化
(3) 
の機能が看過されてはならないという理由」である。こうして著者は，本書
の目標を「実効ある経済的共同決定を求める西ドイツの労働者階級の圧迫
(4) 
を」西ドイツの独占資本がいかに回避し，逆に西ドイツの労働組合代表者
(2) 訳書 3ペー ジ。
(3) 同上o
(4) 同上・。
88(428) 第 29巻第 4 号
を，共同決定法を使っていかに従属させていったかを示すことにあるとのベ
ている。
こういう視点から著者は，西ドイツの共同決定権はその成立の経過からし
て二つの側面をもっているとしている。すなわちそれは，第1にはドイツお
よび世界における労働者階級に有利に変化している力襲係の一定の反映であ
り，第2には「西ドイツ労働組合を独占資本に服従させ，国家独占資本主義
(5) 
的支配体制に組み込むことを目指す統合化要因もしくは構成的要因」であ
る。本書で著者は第2の「統合化要因」の法律上の役割の分析に重点をおい
ているが，同時に西ドイツ共同決定権の中にいわば「民主主義的要因」が含
まれていることを指摘していることは重要である。著者はこの側面は一定の
条件の下で有効になり，それはあくまで反独占・民主主義的な性格のもので
あって，生産手段の資本主義的所有を否定するものではないが，労働者階級
の立場からは重要視すべきであるとする立場に立っている。この点は制度上
の遮いはあるにしても，わが国の経済民主主義の問題を考える場合に参考と
なる。西ドイツの共同決定権をこういう立場から検討し，その可能性をどう
追及するかの議論は，西ドイツの労働組合，マルクス主義的研究者などの間
で従来から展開されているが，さらに活溌に，もっと具体的に進められる必
要があろう。著者自身のこの点についての基本的見解は，結論のところでの
べられる。
3 
第1章は，西ドイツ独占資本による労働組合の統合化政策の現代的特徴の
分析がその主要課題となっている。 1945年以後の段階， ファシズムが崩壊
し，資本主義の全般的危機が深化した段階では，労働貴族の育成と買収によ
る労働運動分裂の伝統的方法や，労働者組織のあからさまなテロリズム的な
粉砕は，もはや問題になりえない。「今日では， ボンの権力保持者たちは，
(5) 訳書 4ページ。
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労働運動と労働者階級の大部分を，軍事的対決において帝国主義的立場の側
(6) 
に引き込み，革命的部分を抑圧するよう努めている。」つまり現代では独占
資本が労働組合の存在を容駆しつつ，それを独占資本に全体として従属させ
る新たな方法が考え出されねばならない。「労働者階級を組織的に従属させ，
労働組合組織を政治的に無力化させ，階級的労働組合を国家的労働組合に，
(7) 
労働者組織を国家独占資本主義的に管理された団休にさせること」がねらわ
れている。そしてこの労働組合の独占資本のもとへの従属・国家独占資本主
義休制への組み入れのための重要な手段となったのが，西ドイツの共同決定
制であると著者はとらえている。
独占資本の労働組合対策は， 具体的にはそれぞれの資本主義諸国の政治
的・経済的条件や階級的力関係によって異なるのは当然であるが，著者がこ
こで指摘しているように，労働組合を組織全休として従属化ざせようとする
試みは，形をかえてどの独占資本主義諸国にもみられる現象であり，たとえ
ば近年わが国でみられるような労働戦線の右傾化の傾向をみる場合にも重要
な視点である。
4 
第2章では，西ドイツの共同決定権を求める労働者の要求が，本質的に資
本主義経済の発展自体に経済的根拠をもったものであることが，先ず理論的
に明らかにされる。著者はそれを，生産と資本の集積・集中と株式会社の構
造にもとづく資本所有と資本機能の分離に求めている。著者はマルクス，工
ンゲルスが分析した資本集中，株式会社に関する分析をふまえ，資本所有と
資本機能の分離は， 資本主義の下では法則的なものであることを示してい
る。資本主義の下で信用制度が発展し，株式会社が登場するにつれて資本機
能はほとんどが「特別な種類の賃金労働者」に移譲され，資本家は「よけい
(6) 訳書 17ペー ジ。
(7) 同上 30ペー ジ。
90(430) 第 29巻第 4 号
(8) 
な人物」になる。この点に西ドイヅに限らず，すべての独占資本主義諸国で
労働者の側から経営参加・共同決定権の要求が出されてくる客観的・経済的
根拠があることは明らかである。しかし同時にそのことは，社会的パートナ
ーとして労働者代表を資本の側にくみ入れることを可能にする条件でもあ
る。またさらに資本の集中を一そう高度に発展させ， 中小資本に対する支
配，小額株の販売を通して多くの動労諸階層を従属化させることを可能にす
る条件でもある。
しかしこの二面性は独占資本主義に内在する矛盾を表しているのであり，
この法則的発展は，西ドイツではドイツ民主共和国という社会主義国の存在
によって，ーそう深刻化すると著者はとらえる。著者によると， 「資本主義
のこの経済法則は，しかし，まさに西ドイツにおいては（本書は地域的に西
ドイツに関する指摘に限定される）， その作用条件にある重大な修正をうけ
ている。そこでは，革命的な峨後の諸現象の圧迫のもとで，そしてドイツ民
主共和国での社会主義建設の影響によって，比較的多くの労働組合幹部と経
営協議会メンバーを監査役や労務担当取締役として大規模資本会社の監査役
会や取締役会へ組み込むということが，西ドイツ独占資本にとって政治的に
必要となるということによって，その作用条件において重大な変化をうける
(9) 
のである。」
著者がこの書物で，西ドイツ独占資本による労働組合の組み込みの必要性
として，一貫して強調しているのは，上記の客観的根拠と共にドイツ民主共
和国の影響ということである。この点は従来からの西ドイツ共同決定制の批
判的研究の中で，相対的に看過されがちであるので重要である。
5 
第3章は著者がこの書物の中でもっとも力を入れた箇所で，権力の問題と
(8) K．マルクス「資本論」第3部，第5篇，第23章，マルクス・エンゲルス全集，
大月書店版第25巻a,487ペー ジ。
(9) 訳書 66~67ペー ジ。
「西ドイツ共同決定制批判」（林） (431)91 
しての法の問題，共同決定法の法的構成を問題にしている。ただ従来の労働
法学者などによくみられるような共同決定法や経営組織法の条文の解訳上の
問題点の指摘にとどまることなく，それらの条文と法的構成がもたらす政治
的・経済的効果に言及しているところが本書の特徴といえる。
たとえば， 1951年の共同決定法では，その第1条で適用範囲が規定されて
いるが，それが連合国高等弁務官会議公布の法律で正に清算または解体され
るべき製鉄・製鋼企業であって，労働者階級からは共同所有化の要求の対象
となっていた企業であったこと，正にこのことから，共同決定法は，一面労
働者階級の要求に一定の譲歩を示しつつも，右派労働組合幹部をとり込むこ
とによって，共同決定権の導入という形で共同所有化・解体を回避し，同時
に労働組合指導部の統合化の道を開いたという著者の指摘は，単なる条文解
訳から出てくるものではない鋭さをもっている。
著者はこうした視点から，共同決定法がその法的規定によって労働者代表
監査役に加えている法的拘束について指摘している。そのもっとも重要なも
のは， 監査役会メンバーの黙秘義務である。 そこで監査役に選ばれた以上
は，労働者代表監査役であっても彼は従業員の利益を第一に主張しその指令
に従わねばならないという意味での「被用者の代表者なのではなく，むしろ
株式法第99条によって，その職務を正規の善良なる業務執行者の注意深さを
(10) 
もって，企業の利益において遂行せねばならないのである。」労働者代表監
査役は単に選出される過程に労働組合なり，経営協議会と関与するというだ
けであって，選出母体に対する報告義務も責任もなく，逆に企業の利益を第
ーにして業務にかかわらねばならない。この点に共同決定法の統合的機能が
明確に現われている。こういう法的拘束が厳然とある限り，労働者監査役の
議席をもう一つ増やすという要求も問題にならないと著者はのべている。事
実西ドイツで今迄になされた共同決定制の適用されている企業での監査役会
の議論の調査をみても，労資の激しい対立とか，対決状況はほとんどみられ
(10) 訳書87ペー ジ。
92(432) 
(11) 
ないといわれている。
第 29巻第 4 号
また労働者代表監査役の同意によって選ばれる労務担当取締役の場合も，
(12) 
「『被用者』の代表としてではなく，企業の代表者として動いている。」かれ
は労働者の利益を企業のそれに優先してはならず，したがって「経営の調停
(13) 
者」であるにとどまるのである。
著者はこうした共同決定法の「効果」が現実のものになっていることにつ
いて，西ドイツの何人かの研究者の調査研究を利用し，証明している。そし
て同じことがより一そう強められた形で 1952年の経営組織法にも表れてお
り，これについての西ドイツ労働組合指導者たちの批判を紹介している。こ
うした考察のあと著者は， 「分析結果を先取りしていうと， ドイツ連邦共和
国は私の知るところ，法律という手段でもって，また法律という形で国家機
構への労働組合代表の広範な組み入れが行われた唯一の帝国主義国家であ
り，他方同国は，その政治的前提として共産党が禁止された数少ない帝国主
(14) 
義国家の1つである。 この2つのことは 1つをなしている。」と結論づけて
いる。たしかにこうしたいわば国家的な法という力をかりてでも労働組合の
要求を体制内に誘導し，擬制的共同決定制の中に労働組合幹部を組み入れね
ばならなかったところに，第2次大戦後のドイツの政治的・経済的危機一一
反ファシズムの強い与論と独占体に対する強い解体・共同所有化の要求にも
とづく体制崩痰も予想された危機一一の深刻さがあったことは間進いない。
第3章の第2節と第3節では，企業経営への労働者代表の参加だけではな
く，国家機構の中にも労働者代表を組み入れていこうとする西ト・イツの独占
資本の試み，法律とその実態がいくつか紹介されている。その中には階級意
(11) たとえばF.Voigt/W. Weddigen, Zur Theorien und Praxis der Mitbestim-
mung, Berlin 1962,あるいは二神恭ー著「西ドイツ企業論」（東洋経済新報）
昭和46年など参照。
(12) 訳書 95ページ。
(13) 同上 96ページ。
(14) 同上 127ページ。
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識をもった労働者の職場からの廃除や逆に連邦共和国レベルの諸政策の立案
過程や，連邦共和国レペルに設置された諸機関への労働組合代表の参加がい
くつかの法律で制定されていることなどが指摘されている。こうして著者に
よれば， 正に西ドイツ独占資本は「悪名高い労働共同体政策の新しい国家
(15) 
的・法律的形態」によって，労働組合全体を従属化させようと試みている。
もちろんそれは表面上成功しているようにみえても，内部には多くの矛盾を
かかえており，力関係の変化によっては民主主義的統制機構に変りうる性格
をそなえている点も見のがしてはならない。
第4節では，こうした西ドイツの共同決定制を，他の資本主義諸国の経営
参加制度との比較において，その特殊性を一そう明らかにしようと試みられ
る。西ドイツの共同決定制の成立とその作用に対して， ドイツ民主共和国の
存在が大きな影響を与えていることは，著者のもっとも強調する一つである
が，その影蓉は経営参加制度の国際比較によって一そう明らかとなる。著者
はこうのべている。「少数の例外を除くと（比較のために取りあげた）すべ
ての資本主義諸国においては，資本主義の全般的危機から大プルジョアジ一
と労働者階級代表との協力の必要性が起き，資本主義的企業者とその代理人
たちが経営従業員代表と共同で経営協議会または生産委員会を設立し，いわ． 
ば労働者の経営内機関に浸透し，こうした方法で労働者を従属させようとす
る形態でそれが行われるのに対して，西ドイツの場合には同一の内容をもっ
た過程が逆の形態で進行する。すなわち労働組合代表と経営協議会メンバー
が資本主義的大企業の監査役会に入り，法律的鉄鉤を通じて資本に従属させ
(16) 
られている。」この西ドイツ的特殊性の生じた原因を著者は， （1）ナチス的指
導者＝従者の原理が適用できなくなったこと，（2）戦後の労働者の共同決定の
強い要求を拒否できなかったこと，（3）ドイツ民主共和国における労働者階級
の共同決定・自主決定権の影署の 3つをあげている。こうした西ドイツの特
殊的な成立の背景と条件は， 「独占プルジョアジーに対して・階級闘争を遂行
(15) 訳書 146ペー ジ。
(16) 同上 165ペー ジ。
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するうえで，他のすべての発達した資本主義諸国の労働者階級が一ーこの形
態で一一有するよりもより広範な可能性をば，将来一定の前提のもとで西ド
(17) 
イツの労働者階級に与えうる港在的成果である。」この指摘には私も基本的
に同意したい。ただ西ドイツの共同決定制が成立した戦後の国際的•国内的
条件は， ドイツ民主共和国の存在という条件自体がその後も変ってないにし
ても，全休として今や大きく変化していることから，その渚在的成果のもつ
効果は，西ドイツ労働者階級の主体的条件に依存することがきわめて大きい
ことを指摘しておこう（著者自身も結論のところでふれてはいるが）。
6 
第4章の結論で著者は，今迄の共同決定権の法的機構の成立と作用の分析
をふまえて，この共同決定制度が真の労働者階級の共同決定権の実現へ道を
開くにはどのような条件が必要であるかを検討している。この点に関して，
ボン大学のフォイクト教授 (F.Voigt)がすでに1962年の彼の書物の中で，
もしも「被用者代表（労働者代表監査役のこと……林）が団結し，たとえば
階級闘争理念に鼓舞されて，共同行動を遂行するならば，その時かれらは，
被用者の共同決定を通じかれらに提供されている合法的手段をもって，これ
ら両経済部門に対して，一定の傾向を強制するか，さもなければ活動を停止
させえたであろうに。しかし，この可能性は一度も利用されることがなかっ
(18) 
た。」とのべている。 しかし著者はこの見解に対して， この可能性が利用さ
れなかったというより，利用できないような法的わく組みがあり，これがそ
の共同決定権の実現を妨げてきたという立場をとっている。では著者があげ
る真の共同決定権実硯のための条件は何か。
著者があげる条件は，西ドイツの共同決定制における労働者代表に，（1）労
働組合組織に対し責任と報告義務を負わせ，労働組合の指示と指医に拘束さ
れるようにすること，（2）この義務と責任をはたさない代表に対しては，労働
(17) 訳書 166ページ。
(18) 同上 185~6ページ。
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組合が解任権をもつこと，である。つまり選出母体との拘束が切断されてい
る現状の根本的変革を提起しているのである。しかしこれ自体容易なことで
はない，なぜならすでに今までに分析してきたように，現在の西ドイツの共
同決定制の法的機構自休が，労働者代表の選出母体からの切りはなしを規定
づけているからである。従って，著者の示す条件を実現することは，単に今
の法的規定を変えるということに矮少化されるべきことではなく，西ドイツ
の労働者階級が，その力醐係の中で硯実的にかちとって行くべき目標である
ととらえる方が正しいと思われる。著者自身こういう可能性の実現は， 「西
ドイツにおける労働組合運動の統一の再興という課題と展望に関連してお
り」， 他方「共産主義者と社会民主主義者の協力に向けて歩みを進める試み
(19) 
は，どのようなものであれ， ますます必要となっている。」とのべている。
いわば法的規定の問題なのではなく，運動論上の問題だということである。
7 
以上本書の章別構成に従って著者の主張の主要点を紹介し，若干のコメン
トを加えてきた。そこで最後に総括的に私の本書に対する感想とコメントを
まとめておきたい。
西ドイツの共同決定制に関するわが国での文献はかなり多いが，大部分が
西ドイツ共同決定制の紹介， ないしは西ドイツの経営学者・社会学者の調
査・研究の紹介である。ましてや科学的社会主義の立場からの批判的研究は
極めて少ない。科学的社会主義の立場からの批判的研究は，おひざ元の東西
(20) 
ドイヅにおいてもそれ程多いとはいえない。その意味からこのシューマッハ
(19)訳書 192ペー ジ。
(20) K．シュー マッハー の本書以外では， 共同決定制のみを扱った科学的社会主義
の立場からの批判的文献としては Autorenkollektivdes IMSF: Mitbestim-
mung als Kampfaufgabe, IMSF, Pahl-Rugenstein, 1972, F. Deppe u. a. ; 
Kritik der Mitbestimmung, Suhrkamp Verlag 1973, R. Hauser, G. Meyer: 
Aktion Mitbestimmung, Staatsverlag der DDR, Berlin 1967.などが代表的
なものであろう。
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ーの著作の脈訳は，西ドイツ共同決定制の批判的研究の一つの典型をみる上
で貴重な文献である。
一般に批判的立場からの分析として，従来西ドイツの共同決定制の成立過
程を，戦後のドイツおよびヨーロッパの労働運動の成果の面を強調して考察
する場合が多かったと思われるが，シューマッハーがこの著書で展開したよ
うに，その成果の面と共に，西ドイツ独占プルジョアジーによる労働組合の
従属化の側面を正しくとらえる視点は，西ドイツ共同決定制のもつ二面性・
矛盾をとらえる上で重要である。ただその共同決定制のもつ矛盾の背景とし
て著者は，労働運動の戦後の新しい発展段階における矛盾として，独占資本
が今や労働組合の一部の幹部の買収による分裂政策では不十分になってきて
いること，労働組合全体を体制内に従属させる方法を考えざるをえなくなっ
ていること，そしてその最大の理由として， ドイツ民主共和国の存在とその
影響をあげている。その見解は間遮ってはいないが，西ドイツ共同決定制の
硯段階での矛盾的側面を明らかにするためには，西ドイツ労働運動の現状，
DGB（ドイツ労働総同盟）を中心とした労働戦線の視状，そしてその背景と
なっている西ドイツ経済の現状について，もう少し突込んだ分析が必要だと
思う（この書物が出た1967年には，西ドイツは戦後から当時までの時期にお
いて最大の恐慌にみまわれていた点も考慮すればなおさらである）。
第2に，著者は真の労働者のための共同決定制の方向を目ざすために，労
働者代表に労働組合に対する責任と報告義務をもたせることが重要であると
指摘しているが，先にもふれたようにこれは労働運動論の問題として重要な
指摘である。しかし問題はそれをどのように実現していくかという展望が明
確ではない。もちろん労働運動の問題で一定の展望を明らかにすることは容
易なことではないが，第1の問題とも関連して，西ドイツの労働戦線の現状
分析から一定の見通しと方向性を示すことは可能であるし， せねばならな
し‘゜
なおこの点と関連して，西ドイツの真の共同決定制の実硯も含めた西ドイ
ツの経済の民主主義的構造変革のための運動が， 1970年代中頃から少しづつ
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ではあるが広がっていることも最後に指摘しておこう。それは1975年4月か
ら毎年4月に西ドイツ在住のマルクス主義経済学者，ネオケインズ主義経済
学者，進歩的労働組合幹部，経営協議会メンバーなど数百名の参加の下に発
表されているメモランダム（西ドイツ経済の民主的変革への提言）に結集さ
(21) 
れている。これの内容については別稿でふれておいた。今後西ドイツでこう
した民主主義的変革を求める広範な力の結集の中で， 労働戦線の統一が進
み，著者の主張するような真の労働者の共同決定権が実硯に向って前進がか
ちとられることを期待したい。
(21) 拙稿「西ドイツ経済の危機と経済民主主義」「経済」 1984年4月号。
